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１．不動産価格指数（住宅）の試験運用の開始について

平成24年8月末より 年間約30万件の住宅・マンション等の取引価格情報をもとに 全国・ブロック別・

経緯

平成24年8月末より、年間約30万件の住宅・マンション等の取引価格情報をもとに、全国・ブロック別・
都市圏別に毎月の不動産価格を指数化した「不動産価格指数（住宅）」の試験運用を開始。

○我が国経済における不動産の資産額は約2,500兆円（ＧＤＰの約5倍）
迅速な金融・マクロ経済政策発動のためには、不動産市場の動向を測るバロメータ－（不動産価格
指数）が不可欠。不動産投資市場の活性化にも寄与。

○金融・経済危機からの反省と、不動産価格指数の迅速な公表要請
2007年からの欧米発金融危機からの反省点：不動産価格の変動とマクロ経済への影響を的確に

把握できず、長期経済停滞を招いた。

→国際通貨基金（IMF）等がG20諸国に対し、共通の国際指針に基づく不動産価格指数の迅速な
作成・公表を要請（多数の国際機関が協力して指針を作成し、2011年5月公表）。

→主要国では、2012年夏までに不動産価格指数（住宅）の公表を予定。

○全国・地域毎の不動産価格の動向を毎月把握○日本銀行、金融庁、内閣府、総務省、法務

運用により期待される効果

○全国 地域毎の不動産価格の動向を毎月把握

○不動産市場の過熱や冷え込みの適時・的確な
把握により財政・金融政策に寄与

○不動産市場における透明性向上により 国内

○日本銀行、金融庁、内閣府、総務省、法務
省等と緊密に連携し、国際指針に沿った
不動産価格指数（住宅）を開発

○平成24年8月より 不動産価格指数（住宅） ○不動産市場における透明性向上により、国内
外の投資家や個人による不動産取引の活性化

○平成24年8月より、不動産価格指数（住宅）
の試験運用を開始

※商業用不動産の指数についても平成24年度より検討を開始。
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２．不動産価格指数（住宅）の概要

種類／地域作成フロー

＜地域＞
・全国
・ブロック別（北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国

種類／地域

不動産売買
５か月

作成フロ

ブロック別（北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、
四国、九州・沖縄の計９ブロック）

・都市圏別（南関東、名古屋、京阪神）

＜種類＞

移転の登記

登記異動情報

５か月

１年

計算方法

・住宅総合 ・更地・建物付土地
・マンションアンケート調査

・買主に対し価格等を調査

＜へドニック法＞
・不動産はその立地や特性により価格が大きく異なる。
そこで 物件ごとに異なる個別の特性（面積 駅までの

計算方法

・価格情報と一部の属性情報を使用

速報

・そこで、物件ごとに異なる個別の特性（面積、駅までの
距離、築年数等）が価格に及ぼす影響を除去。
・不動産市場の変化による価格の変化のみを抽出し、
2008年度平均を100として指数化。

・現地調査
→ 不動産の属性情報を追加

現地調査

年度平均を し 指数化。

・平成24年８月２９日（水）に4月分速報を公表。

公表時期

 不動産の属性情報を追加

確報
以降、毎月初旬に公表。

※23年10-12月の確報は25年1月公表予定。以降、四半期ごとに公表。 3

確報



2008年度平均 100

３．不動産価格指数（住宅） ＜全国＞
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３．不動産価格指数（住宅） ＜北海道地方＞
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３．不動産価格指数（住宅） ＜東北地方＞
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※マンションの一部の月については、サンプル数が少ないため、参考値としている。



３．不動産価格指数（住宅） ＜関東地方＞
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３．不動産価格指数（住宅） ＜北陸地方＞
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※マンションについては、サンプル数が少ないため、参考値としている。



３．不動産価格指数（住宅） ＜中部地方＞
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３．不動産価格指数（住宅） ＜近畿地方＞
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３．不動産価格指数（住宅） ＜中国地方＞
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※マンションについては、サンプル数が少ないため、参考値としている。



３．不動産価格指数（住宅） ＜四国地方＞
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※マンションについては、サンプル数が少ないため、参考値としている。



３．不動産価格指数（住宅） ＜九州・沖縄地方＞
150.0

130.0

140.0

住宅総合

更地・建物付土地

マンション

九州・沖縄地方（2008年度平均=100）

120.0

130.0 沖縄 方

100.0

110.0

80 0

90.0

70.0

80.0

50.0

60.0

13



３．不動産価格指数（住宅） ＜南関東圏＞
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３．不動産価格指数（住宅） ＜名古屋圏＞
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３．不動産価格指数（住宅） ＜京阪神圏＞
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（参考１）「不動産価格指数」の位置付け

◇「日本再生戦略」（平成24年7月31日 閣議決定）◇「日本再生戦略」（平成24年7月31日 閣議決定）

［金融戦略］

（重点施策：国民金融資産の形成支援を通じた成長マネーの供給拡大）（一部抜粋）

J リート市場の活性化や不動産証券化手法の拡充のための制度整備等を通じた不動産投資J リ ト市場の活性化や不動産証券化手法の拡充のための制度整備等を通じた不動産投資
市場の活性化により、資産デフレからの脱却を図る。

＜日本再生に向けた改革工程表＞

・不動産価格指数（住宅）試験運用開始、同（商業用不動産）の開発検討開始（2012年度中）不動産価格指数（住宅）試験運用開始、同（商業用不動産）の開発検討開始（2012年度中）

［国土・地域活力戦略］

（重点施策：良質な住宅ストックの供給と不動産流通システムの改革）（一部抜粋）

不動産流通システムの改革に向けては、不動産取引の透明性・効率性や事業者のコンサル

ティング機能の向上、建物評価手法の見直し、不動産価格指数の整備や不動産情報ストックの
充実等を推進し、不動産流通市場の活性化を図る。

＜日本再生に向けた改革工程表＞＜日本再生に向けた改革工程表＞

・不動産価格指数（住宅）の整備

◇成長 イナ 推進会議 とりまとめ（平成 年 月 成長 イナ 推進会議決定）◇成長ファイナンス推進会議 とりまとめ（平成24年7月9日 成長ファイナンス推進会議決定）

［国民金融資産の形成支援を通じた成長マネーの供給拡大］（一部抜粋）

J リートを含む不動産投資市場の活性化により、資産デフレからの脱却を図る。

・不動産金融の円滑化（不動産価格指数の運用等：国土交通省）
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（参考２）不動産取引価格情報の提供

平成18年4月より 不動産取引当事者 のアンケ ト調査に基づく不動産の実際の取引価格に関する情報に平成18年4月より、不動産取引当事者へのアンケート調査に基づく不動産の実際の取引価格に関する情報に
ついて、個人情報秘匿処理等を行った上で四半期毎に提供。

＜調査対象地域＞
H17年度 三大都市圏の政令指定都市等
H18年度 全国の政令指定都市等
H19年度～ 全国の地価公示対象区域

＜対象物件の種類＞＜対象物件の種類＞
更地（宅地）、建付地（土地・建物一体取引）、
中古マンション等、農地、林地

＜情報提供項目＞
所在地 （※町・大字レベル）所在地 （※町 大字レ ル）
取引価格 （※有効数字2桁）
土地の面積・形状
建物の用途・構造、延床面積、建築年、
前面道路、最寄駅、用途地域、建ぺい率、容積率 等

＜提供件数（累計）＞＜提供件数（累計）＞
1,374,969件（平成24年4月30日現在）

＜webアクセス数＞
8,700万件（平成23年度） （月あたり約720万件） 18



（参考３）各国の指数の比較

140
（2010年1月=100）

130

140

日本

イギリス

アメリカ

ドイツ

110

120
ドイツ

アイルランド

90

100

80

90

70

日本 ：不動産価格指数（住宅）（国土交通省）
イギリス ：House Price Indexes (Office for National Statistics )
アメリカ ：Construction Price Index (Census Bureau)
ドイツ ：Häuserpreisindex (Statistisches Bundesamt)
アイルランド R id ti l P t P i I d (C t l St ti ti Offi )
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アイルランド：Residential Property Price Index (Central Statistics Office)
※いずれも、政府機関の作成する、ヘドニック法による指数。ドイツ、アメリカは四半期。
※ドイツ、アイルランド、日本は、RPPIハンドブックの作成を受けて新規に公表開始。
※イタリア、フランスでは、2012年9月頃にRPPIハンドブックの作成を受けた指数を公表開始予定。
※各国の指数の比較のため、便宜的に2010年1月を100として作図している。


